
入札・契約制度改正の概要について
【平成２４年８月１日施行】

１ 建設工事における総合評価落札方式の改正

（１）価格以外の評価項目（震災貢献）の追加

関係団体や企業における東日本大震災での対応実績について，新たに評価項目（震災貢献）

として追加し，評価点１点を外枠で加点します。

① 追加評価項目の適用範囲

② 対象となる対応実績等

・ 東日本大震災での県管理施設の応急対策，ガレキ処理等の実績を対象とします。（市

町村から受託し県が実施した実績も対象）

・ 実績の適用期限は，平成２７年度の入札公告までとします。

（２）価格以外の評価項目の評価基準の明確化

① 配置する技術者の継続教育（ＣＰＤ）の取組状況

単位取得に係る証明書の有効期間を技術資料提出期限から過去１年以内に明確化

② 建設業退職金共済制度導入の有無

加入・履行に係る証明書の有効期間を技術資料提出期限から過去１年以内に明確化

（３）総合評価落札方式におけるＷＴＯ対象工事の取扱い

政府調達協定（ＷＴＯ）の対象工事については，基本的に標準型（施工計画型・技術提
案型）を適用するものとし，工事毎に協定を踏まえて評価項目を設定するものとします。
また，工事品質の確保，下請企業や労働者へのしわ寄せ防止を図るため，通常工事同様，
調査基準価格及び施工体制事前提出方式による数値的判断基準を適用するものとします。

特別簡易型

実績重視型 実績重視型 施工計画型 施工計画型 技術提案型

災害復旧
建築・設備

一般土木

建築・設備
災害復旧

県内産資材活用

一般土木

建築・設備
災害復旧

県内産資材活用

一般土木

建築・設備
災害復旧

県内産資材活用

一般土木
建築・設備

企業評価 ○ ○ ○ ○ ○
配置する技術者の評価 ○ ○ ○ ○ ○

社会性 労働福祉 ○ ○ ○ ○ ○
地域・貢献 ○ ○ ○ ○ ○
震災貢献（追加） ○ ○ ○ ○ ○

－ － ○ ○ －
－ － － － ○

当該災害復旧工事箇所で災害発生時、県に連絡の上、

自主的に応急対応した実績の有無

当該災害復旧工事箇所の応急工事実績の有無

災害時の配備体制及び訓練実施の有無

地域精通度

被災者等雇用実績

地域性(2) 県内資材活用計画割合 － ○ ○ ○ －
○ ○ ○ ○ ○

現　行 20(注) 15(注) 20 30 30

改正後 21(注) 16(注) 21 31 31

80 80 80 70 70
現　行 100(注) 95(注) 100 100 100
改正後 101(注) 96(注) 101 101 101

－

－

○ －－

○

－

○

価格評価点

評価の視点

※　（注）表記の点数は工事区分により異なる。

技術力

施工計画等

技術提案等

地域性

○

技術評価点

合計

簡易型 標準型

災害復興

不誠実な行為の有無

災害対応の

実績
○

平成２４年７月２７日
出 納 局 契 約 課



（４）適用期間

平成２４年８月１日以降に入札公告する案件から当面の間（追加評価項目（震災貢献）に

ついては平成２８年３月３１日まで）

※ 詳しくは，県契約課ホームページ上の「建設工事総合評価落札方式について」（http://www.pref.

miyagi.jp/keiyaku/kk79.htm）を御覧ください。

２ 建設関連業務における発注見通しの試行

建設関連業務について，「発注見通し」を試行導入することとし，最新の情報をホームペー

ジ等により提供し，入札参加や計画的な受注の促進を図ります。

対 象：全ての建設関連業務
公表内容：業務名，施行場所，期間，種別，業務概要，入札時期，概算金額
公表頻度：毎年度４回（４月，７月，１０月，１月）

※ただし，本年度については３回（８月，１０月，１月）
適用期間：平成２４年８月１日から当面の間

【公表例】


